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Ⅲ 重点改革事項① 保険者が本来の機能を発揮し、国民が自ら取り組む健康社会の実現

他にも、個別疾患対策による
重症化予防も実施
（例）
・C型肝炎に対する医療費助
成を通じた重症化予防（効果
額：約0.1兆円）

（１）生活習慣病予防対策（一次予防）

・特定健診・特定保健指導の受診率向上に向けた取組を
推進し、メタボリックシンドローム該当者の減少や糖尿病
有病者の増加を抑制
・医療機関における禁煙支援・禁煙治療や健診・保健指導
における禁煙支援を一層推進、たばこ税の引上げなど

保険者

データ
分析

福利厚生
管理

個人の
健康支援

保険制度の
インセンティブ

・健康経営銘柄
・表彰制度 等

【関連産業の振興】【インセンティブ改革】○現役世代からの健康づくりの推進

インセンティブ改革（制度改革を活用・前倒し実施）

・高齢者の虚弱（「フレイル」）に対する総合対策
［平成28（2016）年度、栄養指導等のモデル事業を実施。食の支援等、順次拡大］
・「見える化」等による介護予防等の更なる促進
・高齢者の肺炎予防の推進（効果額：約0.1兆円）
・認知症総合戦略（新オレンジプラン）の推進

○高齢期の疾病予防・介護予防等の推進

・個人の予防・健康づくりに向けた取組に応じてヘルスケアポイントを付与［平成27（2015）年度にガイドライン策定・周知］

・予防・健康づくりなど医療費適正化に積極的に取り組む保険者を支援
［平成27（2015）年度から後発医薬品の使用促進・重症化予防など、後期高齢者支援金の加減算制度の新たな指標等を検討］

※データヘルスの実効性を高める保険者規模を確保する取組（参考資料Ｐ12「ドイツと日本の保険者」参照）や、保険者におけるレ
セプトデータ等を活用した重複受診等を防止するための保健指導等も併せて推進

【保険者の強化】（２）生活習慣病の重症化予防対策（二次予防）

・データ分析に基づく、医療機関と連携した糖尿病性腎症の重症化予防（効果額：約0.2兆円）、脳卒中・心筋梗塞の再
発予防など（参考資料Ｐ15「糖尿病重症化予防事業（協会けんぽの例）」、Ｐ16「広島県呉市国保の事例」参照）

※数字は平成32（2020）年度における医療費の適正化効果額（粗い見込み）
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平成27年5月26日（火）経済財政諮問会議塩崎大臣提出資料（「中長期的視点に立った社会保障政策の展開」）を一部修正
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・低栄養
・転倒、サルコペニア
・尿失禁
・軽度認知障害（MCI）

・食欲の低下
・活動量の低下（社会交流の減少）
・筋力低下
・認知機能低下
・多くの病気をかかえている

「フレイル」とは

閉じこもり、孤食

意欲･判断力や認知
機能低下、うつ

低栄養・転倒の増加
口腔機能低下

精神的身体的

加齢

自立

フレイルの多面性

加齢とともに、心身の活力（例えば筋力や認知機能等）が低下し、生活機能障害、要
介護状態、そして死亡などの危険性が高くなった状態。

フレイルは、適切な介入･支
援により、生活機能の維持
向上が可能。

【今後の取組】

○医療･介護が連携したフレイル
の多面性に応じた総合的な
対策の検討が必要。

○メタボ対策からフレイル対応
への円滑な移行。

①フレイルの概念及び重要性
の啓発

②フレイルに陥った高齢者の
適切なアセスメント

③効果的･効率的な介入･支援
のあり方

④多職種連携･地域包括ケア
の推進

加齢に伴う変化

死亡
要介護
状態

虚弱状態
（フレイル）

社会的

※多くの高齢者が中間的な
段階（フレイル）を経て
徐々に要介護状態に陥る

危険な加齢の兆候（老年症候群）

健康

高齢者の虚弱（「フレイル」）について
平成27年5月26日（火）経済財政諮問会議塩崎厚生労働大臣提出資料（「中長期的視点に立った社会保障政策の展開」（参考資料））
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2014・2015年度
集中改革期間

2019
年度2016年度 2017

年度
2018
年度

低栄養の防止
の推進など高
齢者のフレイ
ル対策に資す
る事業を行う
後期高齢者医
療広域連合数
【47 広 域 連
合】

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
改
革

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

ＫＰＩ
（第一階層）

ＫＰＩ
（第二階層）

2020
年度～

本格実施

効果的な栄養指導等の研究

後期高齢者の特性に応じて、専門職（管理栄養士、歯科衛生士、薬剤
師、保健師等）が、対応の必要性の高い後期高齢者に対して相談や訪
問指導等のモデル事業を実施

専門家や関係者による検討ワーキングチームにおいて、事業内容の効
果検証等を実施

＜⑱高齢者のフレイル対策の推進＞

（健康づくり・疾病予防・重症化予防等の取組推進）

・ 高齢者のフレイル対策については、保険者が参照するガイドラインの作成・周知や先駆的な好
事例を踏まえた効果的な事業の全国展開等により、更に推進する。

経済財政運営と改革の基本方針20１6（抄）
（平成２８年６月２日閣議決定）

経済・財政再生計画 改革工程表（抄）
（平成２７年１２月２４日経済財政諮問会議決定）
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［現状］

① 健康診査
○ 全広域連合で実施。受診率は
26.0％（平成26年度）。市町村等に委
託。
○ 基本的に腹囲測定を除き特定健診
（若年者）と同じ項目。

② 健診以外の保健事業
○ 健診以外に、

・歯科健診
・重複・頻回受診者等への訪問指導
・ジェネリック医薬品使用促進に向け
た取組 などを実施。

③ 保健事業の実施体制
○ 全広域連合で保健事業実施計画を
策定済。

［充実の方向性］

○ 生活習慣病等の重症化予防、心身機能の低下に
伴う疾病の予防のため、高齢者の心身の特性に応
じた保健指導等の実施を推進。

◎国保法等改正法による改正後の高齢者の医療の確保に関する法律

第125条 後期高齢者医療広域連合は、高齢者の心身の特性に応じ、健康教育、健康
相談、健康診査及び保健指導並びに健康管理及び疾病の予防に係る被保険者の自
助努力についての支援その他の被保険者の健康の保持増進のために必要な事業を
行うように努めなければならない。

（平成28年４月１日施行）

○ 平成28年度から、栄養、口腔、服薬などの面から、
高齢者の特性にあった効果的な保健事業として、専
門職による支援をモデル実施。

※効果検証を行い、平成30年度からの本格実施を目指す。

○ 更に、ワーキングチームを設置し、高齢者の保健
事業のあり方、効果的な支援方法の検討を実施し、
効果的な保健事業のガイドラインを策定予定。

○ 高齢者のフレイル対策をはじめ、後期高齢者の特性に応じた保健事業の充実を推進。

後期高齢者の保健事業の充実について
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高齢者の低栄養防止・重症化予防等の推進

被保険者

訪問看護ステーション

保健センター 地域包括支援センター

薬局診療所・病院

専門職
・低栄養
・転倒、サルコペニア
・尿失禁
・軽度認知障害（MCI）

・食欲の低下
・活動量の低下（社会交流の減少）
・筋力低下
・認知機能低下
・多くの病気をかかえている

（参考）高齢者の特性（例：虚弱（フレイル））

閉じこもり、孤食

意欲･判断力や
認知機能低下、
うつ

低栄養・転倒の増加
口腔機能低下

精神的身体的

フレイルの多面性

加齢とともに、心身の活力（例えば筋力や認知機能等）が低下し、生活機
能障害、要介護状態、そして死亡などの危険性が高くなった状態。

加齢に伴う変化

社会的

危険な加齢の兆候（老年症候群）

○ 低栄養、筋量低下等による心身機能の低下の予防、生活習慣病等の重症化予防のため、高齢者の特性を踏まえた保健指導等を実施。

○ 後期高齢者医療広域連合において、地域の実情に応じて、地域包括支援センター、保健センター、訪問看護ステーション、薬局等を活用し、課題に
応じた専門職（管理栄養士、歯科衛生士、薬剤師、保健師等）が、対応の必要性が高い後期高齢者に対して相談や訪問指導等を実施。
〈例〉 ・低栄養、過体重に対する栄養相談・指導 ・摂食等の口腔機能低下に関する相談・指導 ・外出困難者への訪問歯科健診

・複数受診等により服用する薬が多い場合における服薬相談・指導 等

推進のための事業イメージ

適切な介入･支援により、生活機能の維持向上が可能。

低栄養・過体重、
摂食等の口腔
機能、服薬など

訪問指導

相談

平成28年度予算 ３．６億円（新規）

経済財政運営と改革の基本方針２０１５（平成27年６月30日閣議決定）

（インセンティブ改革）
民間事業者の参画も得つつ高齢者のフレイル対策を推進する。
（公的サービスの産業化）
民間事業者も活用した保険者によるデータヘルスの取組について、中小企業も含めた企業による健康経営の取組との更なる連携を図り、健康増進、
重症化予防を含めた疾病予防、重複・頻回受診対策、後発医薬品の使用促進等に係る好事例を強力に全国に展開する。

概 要

歯科医院
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「後期高齢者の保健事業のあり方に関する研究」（ポイント）
≪平成27年度厚生労働科学特別研究事業（班長：鈴木隆雄（国立長寿医療研究センター理事長特任補佐））≫

○ 後期高齢期にはフレイルが顕著
に進行。

※ 「フレイル」については、学術的な定義がま

だ確定していないため、本報告書では「加齢
とともに、心身の活力（運動機能や認知機能
等）が低下し、複数の慢性疾患の併存などの
影響もあり、生活機能が障害され、心身の脆
弱化が出現した状態であるが、一方で適切
な介入・支援により、生活機能の維持向上が
可能な状態像」と定義している。

○ 慢性疾患を複数保有し、加齢に
伴う老年症候群も混在。包括的な
疾病管理が重要。

○ 医療のかかり方として、多機関
受診、多剤処方、残薬が生じやす
いという課題。

○ 健康状態や生活機能、生活背景
等の個人差が大きい。

１．高齢者の心身機能の特性

○ 現役世代の肥満対策に重点を置いた生活習慣病対策から
フレイルに着目した対策に徐々に転換することが必要。

○ 生活習慣病の発症予防というよりは、生活習慣病等の重症
化予防や低栄養、運動機能・認知機能の低下などフレイルの
進行を予防する取組がより重要。

○ 高齢者の特性に応じた健康状態や生活機能の適切なアセ
スメントと適切な介入支援が必要。

○ したがって、医療保険者としては、介護予防と連携しつつ、
広域連合が保有する健診、レセプト情報等を活用しながら、
個人差が拡大する後期高齢者の状況に応じ専門職によるア
ウトリーチを主体とした介入支援（栄養指導など）に取り組む
ことが適当。

○ 後期高齢者は慢性疾患の有病率が高く、疾病の重症化予
防や再入院の防止、多剤による有害事象の防止（服薬管理）
が特に重要であるため、医療機関と連携して保健事業が実施
されることが必要。

２．左記特性を踏まえた後期高齢者の保健事業の在り方・方向性
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保険者による健診・保健指導等に
関する検討会

○ 平成28年度から、「保険者による健診・保健指導等に関する検討会」の下に、新たなワーキング
グループとして、「高齢者の保健事業のあり方検討WG」を設け、高齢者の保健事業のあり方につ
いて、さらに具体的な検討を進める。

※ 平成27年度厚生労働科学研究特別研究（鈴木班）をベースとして、医療関係者や保険者などの関係者を
含め、より効果的、実効性等のある保健事業のあり方を議論、検討。

※ 構成員は、保険者、医療関係者及び学識経験者を想定。

○ あり方の検討に加え、高齢者の特性を踏まえた効果的な保健事業のガイドラインを策定し、広
域連合や市町村の保健事業の推進を図る。

高齢者の保健事業のあり方検討ワーキンググループ（WG）について

実務担当者
による特定
健診・保健
指導等に関
するWG

特定健診・保
健指導の医療
費適正化効果
等の検証のた
めのWG

後期高齢
者支援金
の加算・減
算制度検
討WG

個人への
予防インセ
ンティブ検
討WG

高齢者の
保健事業
のあり方検
討WG

新

特定保健指
導等の実施
方法の検証
のための

WG
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8

高齢者の特性に応じた保健事業の進め方について

時 期 実 施 事 項

平成27年度
「後期高齢者の保健事業のあり方に関する研究」

（平成27年度厚生労働科学特別研究事業）
［班長：鈴木隆雄（国立長寿医療研究センター理事長特任補佐）］

平成28年度

平成29年度

平成30年度
フレイル対策をはじめとした

高齢者の特性に応じた保健事業の本格実施（全国展開）

高齢者の低栄養防止・
重症化予防等の推進事業

（3.6億円）

高齢者の保健事業のあり方
検討ワーキンググループ

平成28年度（６、７月～）
・保健事業のあり方の検討
・モデル事業ヒアリング（先進
的な取組の実態把握）
・ガイドライン（暫定版）の作成

平成29年度
・事業の効果検証を通じたガイ
ドラインの作成、策定

高齢者の低栄養防止・
重症化予防等の推進事業
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○ 国保や後期高齢者医療の被保険者のうち、低栄養状態の高齢者や糖尿病性腎症の方を対象
とした訪問栄養指導を実施し、栄養状態の改善や重症化予防を図る取組を実施。(①低栄養改善
事業②糖尿病性腎症透析予防事業)

神奈川県大和市の取組（概要）

①低栄養改善事業

○ 低栄養状態又はそのおそれのある在宅高齢者に、管理栄養士が
訪問指導を行い、低栄養の状態の改善や重症化予防を図る。

○ 基本チェックリストからBMI18.5未満、体重減少2～3kg以上/6か月に
該当する人を抽出。管理栄養士が6か月の間に3回、訪問等による栄
養指導を実施。
○ 109人（うち後期高齢者66人）に対し実施（H25～27年度）。
平成25、26年度の実施事業においては約5割の人に体重増加 （＋1kg以上）
が見られた（未実施地域の約3倍に相当する改善効果）。

②糖尿病性腎症の透析予防事業

○ 糖尿病性腎症の対象者に訪問指導を実施。病状の安定と透析導入予防を図る。
○ 健診受診者から腎機能低下が認められた人（慢性腎不全ステージ3～4）を抽出。管理栄養士が６か月の間
に３回、訪問等による栄養指導を実施。
○ 83人（うち後期高齢者60人）に対し実施（H26・27年度)。
平成26年度の実施事業においては、8割の人に腎機能の維持・改善が見られた（未実施者の1.5倍に相当
する改善効果）。実施した人について、実施前後を比較すると、1人あたり年間53,200円に相当する医療費（国
保）が減少した。また、透析導入となった人はいなかった。

高齢者の低栄養防止・重症化予防等の事業例
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